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【概要】
現行法人税制においては、課税所得の算定に関して、いわゆる確定決算基準がとられている。こ
の確定決算基準の制度によって、租税法会計と企業会計とは相互に関連をもちつつ、調和したもの
となっている。しかしながら、近年、この確定決算基準については、見直すべきであるという見解
がある一方で、見直し論に対しては慎重に検討する必要があるとする見解も示されている.そこで、
本稿では、前半において、確定決算基準の現状、具体的には、①確定決算基準の意義等、②確定決
算基準の制度の変遷、③現行の確定決算基準の制度について整理し、考察する.また、後半におい
て、前半の研究を踏まえて、確定決算基準の課題について考察することとする.
【キー ワー ド】
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はじめに
現行法人税制においては、課税所得の算定に
関して、確定決算基準がとられている.確定決
算基準とは、法人は会社法上の確定した決算に
基づき課税所得を計算し、申告書を提出する義
務があり、また、その課税所得の計算上、その
確定した決算の中で費用等として経理(損金経
理)することが損金算入の要件とされることを
主な内容とする制度である。この確定決算基準
の制度によって、租税法会計(課税所得の計算)
と企業会計(会社法会計・金融商品取引法会
計)とは相互に関連をもちつつ、調和したもの
となっている。
しかしながら、近年、との確定決算基準につ
いては、見直すべきであるという見解が示され
ている。例えば、企業会計の立場から、企業活
動の国際化に伴って企業会計の国際化が指向さ
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れている中で、「インターナショナルに調和を
目指す財務会計基準を、ナショナルな性格を持
つ税法基準に合わす発想はもともと無理であ
る。1Jとして、今後は損金経理によるしぼりを
緩和して全面的に申告調整を可能にする方式に
移行すべきである、という見解が示されている
(この点は、近い将来のわが国会計基準と国際
財務報告基準QFRS)との調和の要請に応えるた
めに、会計基準の整備が進められていることと
も関連する.).また、税制調査会からも、「法
人税の課税所得は今後とも商法・企業会計原則
に則った会計処理に基づいて算定することを基
本としつつも、適正な課税の実現という税法固
有の観点から必要に応じ、商法・企業会計原則
とは異なった取り扱いをするととが適切であ
る2Jとして、従来の税制・企業会計の一致の
立場から必要に応じて両者のかい離もあり得る
という見解が示されている。
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他方、そのような見直し論に対しては、慎重
に検討する必要があるとする見解も示されてい
る。例えば、確定決算基準が廃止された場合に
は、①「税法と企業会計との有機的結合が失わ
れることによって、企業利益計算は黒字、課税
所得計算は赤字という財務諸表の作成(粉飾経
理)も容易となり、両計算制度における真実性
の保証が困難になる。旬、②『企業会計基準と
税法とのかい離を一層促進させることにな
〔り、〕…大企業においては、金融商品取引法
(会社法)会計と税法会計が完全に分離され
て、三重の財務諸表作成を余儀なくされるであ
ろうし、中小会社においては、このような財務
諸表の作成が一層大きな負担になる。4Jとし
て、見直し論に対する慎重論が示されている.
そこで、本稿では、前半において、確定決算
基準の現状、具体的には、①課税所得算定の基
本的な考え方・確定決算基準の意義、@瀦定決
算基準の制度の変遷、③現行の確定決算基準の
制度について整理し、考察することとする。ま
た、後半において、前半の研究を踏まえて、確
定決算基準の課題について考察してみるととと
する。
1 確定決算基準の意義等
(1)課税所得算定の基本的な考え方
確定決算基準の意義についてみる前に、その
背景にある課税所得を算定する場合の基本的な
考え方について確認しておくこととする。その
点については、①商事財務諸表説、@灘務財務
諸表説、③結合財務諸表説の三つの考え方があ
る50
以下、乙れらの考え方の概略について、整理
し、考察しておく.
イ 商事財務諸表説
まず、商事財務諸表説は、商事上作成される、
いわゆる商事財務諸表に計上される利益をその
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まま課税上の所得として課税所得を計算する方
法を採用すべきである、とする考え方である6。
この考え方の論拠は、企業の存続期間におけ
る全利益は、税務計算上も商事計算上も同一に
なると考えられることから、各事業年度の所得
の計算(主として減価償却費の計算等の期間損
益計算)も納税者の自治に委ねるべきである、
ということにある70
この考え方の長所としては、所得の計算にお
ける納税者の自主性が尊重されるという点にあ
る。しかしながら、現実の法人税制においては、
企業利益と課税所得との差異が、単に期間的な
差異ということにとどまらず、租税政策等の配
慮から絶対的な差異が生じてきていること、ま
た、いわゆる期間損益項目についても、単なる
期間的なずれに過ぎないといっても、税率が高
い水準にあり、かつ、税率の変更がありうるこ
とが考慮される必要がある80
したがって、商事財務諸表に計上される利益
をそのまま課税上の所得とすることについて
は、公平な課税等の観点から、問題があり、と
の考え方を採用し得る余地はないと考えられる.
ロ税務財務諸表説
次に、税務財務諸表説は、課税所得の計算に
おいて商事財務諸表上の利益計算を無視し、税
法上の独自の規定により課税所得を計算する方
法を採用すべきである、とする考え方である90
この考え方の論拠は、税務財務諸表と商事財
務諸表とは、それぞれの目的が異なることか
ら、税務財務諸表によらなければ適正な所得の
計算は期待できない、という点にある.すなわ
ち、税務上は厳格な所得の計算が要請されるた
め、税務貸借対照表上に保有するととが許され
る秘密積立金は貨幣価値の変動等により自然に
発生したものに限られ、企業の任意による過度
の減価償却や資産の過度の低価額の評価により
発生する、いわゆる任意秘密積立金の保有は認
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められない。したがって、税務貸借対照表とそ
が真実の貸借対照表であるとされる。これに対
して、商事上は、債権者の保護等の見地から保
守主義に基づいた会計処理が要請され、財務政
策のいかんによりそれが過度に及ぶこともあり
得ることから、商事貸借対照表ょには貨幣価格
の変動等に基づき発生した秘密積立金のほか、
前記の任意秘密積立金の存在も許容され得るこ
とになる。その意味では、商事貸借対照表は、
必ずしも真実の貸借対照表であるとはいえない
面を有しており、課税所得の計算においては、
企業の怒意性を排除し、企業聞の租税負担の公
平を徹底させるために、税務貸借対照表(税務
財務諸表Jの独立が要請されるとする100
この考え方については、①会社法等の会計制
度とは別に、課税所得の計算に関するすべての
内容を税法に規定することは理論的には可能で
あること、②課税所得と企業利益との差異が、
企業の任意の減価償却等による期間損益の差異
にとどまらず、租税政策上の要請から絶対的な
差異が拡大しつつあるととなどを考慮すると、
適正な課税所得の算定という観点からは、その
採用が望まれよう。しかしながら、一方で、課
税所得の計算と会社法等が規定する利益の計算
との聞には、互いに共通する事項あるいは類似
する事項は多い.そのような中で、それぞれの
会計制度に応じて、複数の会計帳簿を作成させ
ることは、納税者に対して過大な事務負担を課
すことになろう"0
したがって、この考え方は、理論的には存在
しうるとしても、税制の簡素の観点などからみ
て、採用するととは難しいと考えられる.
ハ結合財務諸表説
最後に、結合財務諸表説は、商事財務諸表に
より計算される利益を基礎とし、商事上の利益
の計算と税法上の所得の計算とが異なる部分に
ついて調整を行って課税所得を算定する方法を
採用すべきである、とする考え方である。また、
この考え方は、商事財務諸表説と税務財務諸表
説との折衷的なもので、商事上の利益計算と課
税上の所得計算との調整を図ろうとするもので
ある120
この考え方は、課税所得の計算上、ほとんど
の固において採用されているとされている.し
かしながら、この考え方に基づく財務諸表制度
は、各国において必ずしも一様ではなく、商事
上の利益の計算において採用された経理方法
の、課税所得算定時の拘束の強弱によって、日
本・ドイツ型とアメリカ型に分類するととがで
きる。このうち、日本・ドイツ型においては、
商事上採用された経理方法が課税所得の算定上
も強制される傾向が強いのに対して、アメリカ
型においては、その傾向が比較的弱いといわれ
ている130
この考え方の論拠については、「一口に結合
財務諸表説と言っても、〔日本・ドイツ型とア
メリカ型にみられるように、〕その内容には大
きな隔たりがあるのであるが、いずれの場合に
もそれを採用する理論的根拠は必ずしも明確で
はなく、結局はその便宜性に求められるようで
ある。すなわち、結合財務諸表説においても、
.・・表面的には税務上と商事上の財務諸表の併存
を認めるのである.しかして、その根拠は、①
根本においては、税務財務諸表説に言うように
二つの財務諸表制度は対立するものであると考
えるが、便宜上商事財務諸表を借りて税務財務
諸表を作成せしめているものであるのか、ある
いは、②商事財務諸表説に言うように、二つの
財務諸表は本来一体的なもので、商事財務諸表
の存在のみで事は足りるのであるが、税務財務
諸表と称せられるものは、単に便宜上商事財務
諸表に枝葉の変更を加えたものにすぎないもの
であるのかについては、定説はない。14J とさ
れている150
なお、上記のアメリカ型については、課税所
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得計算上、いわゆる申告調整が容易であり、商
事上の利益と税務上の所得の額を異にしようと
する納税者にとっては便宜なものとなろうが、
納税者の恋意的な利益何得)計算を許すこと
にもなり、適正な課税所得の算定という点では
問題がでてくることも考えられる。一方、日本・
ドイツ型については、課税所得計算における申
告調整項目は限定されることとなり、納税者の
便宜を損うことになろうが、納税者の恋意的な
利益(所得)計算を抑制することが期待できる
と考えられる160
ω確定決算基準の意義
イ 確定決算基準の意義
確定決算基準(確定決算主義)の意義につい
ては、次のように説明されている。
金子宏教授は、租税法の観点から、『法人税
法 74条 1項は、法人は『確定した決算』に基
づいて確定申告書を提出しなければならない旨
を定めている(確定決算主義)0ここに確定し
た決算とは、定時株主総会による計算書類の承
認(会社438条2項)または定時株主総会に
提出された計算書類の取締役による内容の報告
(岡439条)のととであるo17Jと述べている.
また、平成 12年7月の税制調査会答申は、
確定決算基準(確定決算主義)の内容について、
次のように述べている.
「法人の課税所得計算においては、その期に
企業が稼得した利益の額を基礎とするという基
本的な考え方に加えて、減価償却費や引当金の
繰入れなどの企業の内部取引について恋意性を
排除する必要があることなどから、株主総会に
おいて報告・承認された商法上の確定決算を基
本とするという、いわゆる『確定決算主義』が
採られています。
『確定決算主義』の具体的な内容としては、
一般に、以下の点が挙げられています。
イ 商法上の確定決算に基づき課税所得を計算
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し、申告するとと。
ロ 課税所得計算において、決算上、費用又は
損失として経理されているとと(損金経理)
などを要件とすること。
ハ別段の定めがなければ、一般に公正妥当な
会計処理の基準に従って計算すること。18J
上記の説明を考慮すると、確定決算基準の意
義については、法人は株主総会において報告・
承認された、会社法上の確定した決算に基づき
課税所得を計算し、申告書を提出する義務があ
り、また、その課税所得の計算において、その
確定した決算の中で費用又は損失として経理す
ること(損金経理)などが要件とされる場合が
あるほか、法人税法に別段の定めがなければ、
一般に公正妥当な会計処理の基準に従って計算
することとされている制度である、ということ
ができよう。
さらに付け加えるならば、この確定決算基準
の制度は、上記，(1)のハの「結合財務諸表説」
の考え方を具体化したものの一つ(商事上の利
益計算に採用された経理方法が課税所得の算定
上も強制される傾向が強いもの)というととが
できよう。
ロ 確定決算基準の具体的な意味
現行法における確定決算基準の具体的な意味
としては、次の三つがあると考えられる。
第一は、形式的な側面からみたものである。
すなわち、法人は、各事業年度1終了の日の翌日
から原則として2か月以内に、税務署長に対
し確定した決算に基づき所得金額、税額等を
記載した申告書を提出しなければならないこと
とされている(法人税法第74条第1明。と
とにいう「確定した決算に基づく申告」とは、
法人が、その決算に基づく計算書類につき、株
主総会又は社員総会の承認、総社員の同意、総
会の決議等の手続による法人の意思決定機関の
承認を経た後、その承認を受けた決算に係る利
益に基づいて税法の規定を適用して所得の金額
の計算を行い、その所得の金額及び当該利益の
計算と当該所得の金額の計算との差異を申告書
において表現するととを意味する190
第二は、実質的な側面からみたものの一つで
ある。すなわち、法人が確定決算において採用
した具体的な会計処理(選択し得る複数の会計
処理がある場合にはその選択した会計処理)
が、適正な会計基準に従ってなされている限
り、その計算を所得計算の上でみだりに変更し
ではならない(すなわち、申告調整は許されな
い。)ことを意味している。この意味の内容と
しては、次の2点にまとめることができる200
①償却費の計算(法人税法第31条、同法第
32条)、引当金勘定への繰入れ(法人税法第
52条、同法第53条)、資産の評価益の計上
(法人税法第25条)等のような内部取引に
係る損益については、確定決算において費用
若しくは損失として経理すること(法人税法
第2条第26号に定められている、いわゆる
損金経理のことである0)が必要とされてい
ること.
②延払基準(法人税法第63条)、工事進行
基準(法人税法第64条)等のように法人税
法上その選択適用について経理要件が定めら
れている計算基準は、法人の確定決算におい
ても採用しなければならないこと。
第三は、実質的な側面からみたもう一つの点
である。すなわち、法人税法第22条第4項に
おいては、法人の収益・費用等の額は一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準に従って計
算されるものとする、と定められている。「こ
の規定は、昭和42年に、法人税法の簡素化の
一環として設けられたもので、法人所得の計算
が原則として企業利益の算定の技術である企業
会計に準拠して行われるべき乙と (f企業会計
準拠主動)を意味している。21J言い換えれば、
課税所得の計算は、法人税法の採用する確定決
7 
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算基準に基づき、会社法(例えば、同法431
条)を通じて、原則として企業利益の算定の技
術である企業会計に準拠してなされる必要があ
るというととである.
なお、法人税法第22条第4項の存在意義に
ついては、三つの考え方がありえよう。一つは、
法人税法は確定決算基準を採用しており、か
っ、会社法の、例えば431条は「株式会社の
会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計
の慣行に従うものとするoJと定めていること
から、法人税法第22条第4項は、確認的に設
けられている規定であるという考え方であり、
もう一つは、法人税法第22条第4項は、法人
税法独自の観点から、確定決算基準の採用いか
んにかかわらず、適正な課税所得の算定のため
に設けられている規定であるという考え方であ
る22。
2 確定決算基準制度の変遷
現行確定決算基準の課題などについて考察す
る場合には、その変遷について整理しておくこ
とが必要と考えられる。
そこで、ここでは、わが国法人所得課税にお
ける確定決算基準制度の変遷についてみておく
こことする.この制度の変遷については、大き
く次の五つの期間に分けることができよう。す
なわち、①明治32年に所得税法が改正され、
はじめて法人の所得に対して課税されるように
なった時点から大正2年の所得税法改正前ま
での期間、②大正2年の所得税法改正から昭
和 15年の法人税法制定前までの期間、③昭和
15年の法人税法制定以降、昭和22年の申告
納税方式採用前までの期間、④昭和22年の申
告納税方式採用以降、昭和40年の法人税法全
文改正前までの期問、⑤昭和40年の法人税法
全文改正以降、現在までの期間である.以下、
それら期聞について順次整理しておく。
確定決算基準の現状と課題(1)(秋峯晴男)
(1)法人所得課税の創設以降、大正2年の所得
税法改正前までの期間
わが国における法人の所得に対する課税は、
明治32年の所得税法の改正によって、はじめ
てなされることとなった。具体的には、明治32
年の改正所得税法(明治32年法律第17号)
において、所得は第1種所得(法人の所得)、
第2種所得(公社債の利子)、第3種所得(そ
の他の個人の所得)に分類され、法人の所得は
第 1種所得税として課税されることとなっ
た。ちなみに、個人の所得に対する課税につい
ては、明治20年に所得税法が制定され、すで
に課税がなされてきていた。
同改正法においては、第1種所得(法人の
所得)の計算方法について各事業年度の総益金
から同年度の総損金、前年度繰越金および保険
責任準備金を控除したものによる(同法第4
条)と規定されていたものの、所得の計算に闘
する詳細な規定は設けられていなかった23，ま
た、納税義務の確定の方法としては、後に述べ
るように、昭和22年の改正によって法人税に
申告納税方式が導入されるまで、賦課課税方式
が採用されていた。
一方で、法人の所得金額などの決定について
は、上記のとおり賦課課税方式を採用しつつ
も、同改正法第7条、第9条及び同改正法施
行規則第3条において次のとおり規定され内
法人は、通常総会後7日以内に、損益計算書
を政府側轄税務署)に提出すべきこととされ
るとともに、政府は、その損益計算書を調査し、
その法人の所得金額を決定することとされた。
O 所得税法(明治32年の改正所得税法)第
7条
「納税義務アル法人ハ各事業年度毎ニ損益
計算書ヲ政府ニ提出スヘシ、但シ第三条に該
当スル法人ハ各事業年度毎ニ此ノ法律施行地
ニ於ケル資産又ハ営業ニ関スル損益ヲ計算
シ、其ノ計算書ヲ政府ニ提出スヘシ」
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O 同法第9条
「第一種ノ所得金額ハ損益計算書ヲ調査シ
政府之ヲ決定シ、第三種ノ所得金額ハ所得調
査委員会ノ調査ニ依リ政府之ヲ決定ス」
O 所得税法施行規則第3条
「納税義務アル法人ハ毎事業年度通常総会
後七日以内ニ損益計算書ヲ所轄税務署ニ提出
スヘシ」
この点について、当時の文献では次のとおり
説明されている。
損益計算書の形式、提出のあて先について「損
益計算書ニハ一定ノ形式アルコトナク一事業年
度ニ於ケル総益金及総損金ヲ明瞭ニ記載スルヲ
以テ足ル24J，r此ノ計算書ハ所轄税務署ニ提出
スルモ税務管理局長宛トスヘキモノトス何トナ
レハ損益計算書ハ所得調査ノ資料タルニ止マラ
ス税務管理局長カ所得金額ヲ決定スヘキ唯一ノ
資料タルモノナレハナリ25J と述べている.
また、通常総会を開催しない法人の損益計算
書の提出期限について「通常総会ヲ開カサル法
人ニ在リテハ其ノ決算ヲ為シタル翌日ヨリ七日
以内ニ計算書ヲ提出スヘキモノトス26J と述べ
ている。
この時期においては、当時の文献にもあるよ
うに法人が提出する損益計算書が唯一の課税資
料であり、所得金額の算定は損益計算書に示さ
れる企業利益に依拠していたということができ
ょう.このように企業利益を基礎にして所得金
額を算定することは、現行法人税法と同様であ
る。しかしながら、現在のような確定決算基準
に関する規定は置かれていない.
(2)大正2年の所得税法改正から昭和 15年の
法人税法制定前までの期間
大正2年の所得税制の改正においては、所
得税法第7条、第9条及び所得税法施行規則
第3条が次のとおり改正された.
O 所得税法(大正2年の改正所得税法)
第7条
「第一種ノ所得ニ付納税義務アル者ハ命令
ヲ以テ定ムル期間内ニ各事業年度ニ於ケル財
産目録、貸借対照表、損益計算書及第四条ノ
規定ニ依リ計算シタル所得ノ明細書ヲ添附シ
政府ニ申告スヘシ、但シ第二条ニ該当スル法
人ハ此ノ法律施行地ニ於ケル資産又ハ営業ニ
闘スル損益ヲ計算シタル所得ノ明細書ヲ添附
スヘシ」
O 同法第9条
「第一種ノ所得金額ハ第七条ノ申告ニヨ
リ、申告ナキトキ又ハ申告ヲ不相当ト認メル
トキハ政府ノ調査ニヨリ政府之ヲ決定シ、第
三種ノ所得金額ハ所得調査委員会ノ調査ニ依
リ政府之ヲ決定ス」
O 所得税法施行規則第3条
「第一種ノ所得ニ付納税義務アル法人ハ毎
事業年度決算確定ノ日ヨリ七日内ニ所轄税務
署ニ所得税法第七条ノ申告ヲ為スヘシ」
この改正のポイントは、①損益計算書のほか
に、財産目録、貸借対照表及び所得明細書を添
付するとととされたとと、②損益計算書を「提
出スヘシ」から損益計算書などを添付して「申
告スヘシ」とされたこと、③『決算確定ノ日」
という文言がはじめて用いられたことである。
上記①及び③については、上記所得税法の第
7条にいう損益計算書、財産目録及ぴ貸借対照
表が株主総会の承認等を経たものをいうのかど
うかは、規定上、明確ではない.しかしながら、
この点に関して当時の文献では、「商事会社ニ
於テハ商法ノ規定ニ依リ財産目録、貸借対照
表、損益計算書ヲ各事業年度毎ニ調製シ、之ヲ
一定ノ帳簿ニ記載スルト共ニ株式会社ニ於テハ
其ノ決算ヲ定時総会ニ提出シテ承認ヲ経ルコト
ヲ要スルモノナレハソノ承認ヲ受ケタル書類・
ヲ提出スヘキモノトス27J と説明されている。
したがって、ここにいう損益計算書等について
は、暗黙の前提として株主総会の承認等を得た
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ものを指していたものと考えられる。
上記②については、所得金額の算定におい
て、第一次的には納税者の損益計算書などの申
告の内容を重視することに方向転換されたとい
うことができよう。それは、所得税法第9条
が、改正前において第1種の所得金額は損益
計算書を調査し、政府がこれを決定する、とさ
れていたものが、改正後において第1種の所
得金額は第7条の申告により政府がこれを決
定する、とされたことに表れている。
以上のように、との期聞においても、損益計
算書などに示される企業利益を基礎にして所得
金額を算定する点では、大正2年の改正前と
同様である。また、現在のような確定決算基準
に関する規定は置かれていない.
(司法人税法制定以降、申告納税方式採用前ま
での期間
法人の所得に対する課税が所得税法から分離
され、それが独立した法人税法によって課税さ
れることとなったのは、昭和 15年の法人税法
の制定以降のことである.昭和 15年に制定さ
れた法人税法第四条、同法 19条及び同法施
行規則第四条においては、法人の所得金額等
の決定について次のように規定された。
O 法人税法(昭和 15年法律第25号) 第
18条
「納税義務アル法人ハ命令ノ定ムル所ニ依
リ財産目録、貸借対照表、損益計算書又ハ清
算若ハ合併ニ関スル計算書並ニ第囚条乃至第
九条ノ規定ニ依リ計算シタル所得金額及資本
金額ノ明細書ヲ添付シ其ノ所得金額及資本金
額ヲ政府ニ申告スベシ尚本法施行地ニ本庖又
ハ主タル事務所ヲ有セザル法人ハ右ノ外本法
施行地ニ於ケル資産又ハ営業ニ関スル損益ヲ
計算シタル所得金額ノ明細書及本法施行地ニ
於ケル資産又ハ営業ニ関スル資本金額ノ明細
書ヲ添付スベシ
確定決算基準の現状と課題(1)(秋峯晴男)
前項ノ規定ハ第一条ニ規定スル法人ニ法人
税ヲ課スベキ所得又ハ資本ナキ場合ニ付之ヲ
準用ス」
O 同法第19条
「法人ノ所得金額及資本金額ハ前条ノ申告
ニ依リ、申告ナキトキ又ハ申告ヲ不相当ト認
ムルトキハ政府ノ調査ニ依リ政府ニ於テ之ヲ
決定ス」
O 法人税法施行規則(昭和 15年勅令第 135
号) 第四条
「法人ノ各事業年度ノ所得及資本ハ毎事業
年度決算確定ノ日若ハ合併ノ日ヨリ十四日以
内又ハ清算着手ノ日ヨリ三十日以内ニ之ヲ所
轄税務署ニ申告スベシ」
所得金額等の申告の期限については、当時の
文献において概略次のとおり説明されている.
例えば、各事業年度の所得金額等の申告の期
限は、決算確定の目、すなわち、当該決算を議
決した株主総会または社員総会終結の日から
14日以内と規定されている(法人税法第四
条).決算確定の日が明らかでないものについ
ては、法人の定款にあらかじめ計算書の承認に
関する株主または社員の同意の日を定めている
ものにあってはその日をもって、決算確定の日
と認めるべきである28.
また、この添付すべき貸借対照表について
は、次のとおり説明されている.
「添付すべき貸借対照表は商法上の貸借対照
表を意味していることは此の施行規則第四条
の規定に依って推測しうるのである.之は商法
上の貸借対照表と税法上の貸借対照表とが同ー
であるというのではない。唯実際の便宜上、商
法上の貸借対照表を以って税法上の貸借対照表
に代らしむる法意と解すべきである。換言すれ
ば商法上の貸借対照表は税法上の貸借対照表の
基本を為すものにして、之を税法固有の立場よ
り修正を施したるものを以って、税法上の貸借
対照表とする趣旨である。故に商法上の貸借対
照表は税法固有の原則に抵触せざる範囲に於て
のみ課税上の基本となり得るのである。29J
このような指摘および上記の法人税法施行規
則第四条の「法人ノ各事業年度ノ所得及資本
ハ毎事業年度決算確定ノ日…ヨリ十四日以内…
ニ之ヲ所轄税務署ニ申告スベシ」との規定を総
合すると、上記の法人税法第四条にいう財産
目録、貸借対照表、損益計算書は、商法上の財
産目録、貸借対照表、損益計算書を意味してい
るものと考えられる30.
以上のように、との期聞においても、商法上
の損益計算書などに示される企業利益を基礎に
して所得金額を算定する点では、昭和 15年の
法人税法制定前と同様である。また、との期間
の法令においても、現在のような確定決算基準
に関する規定は見当たらない.
(4)申告納税方式の採用以降、昭和40年の法
人税法全文改正前までの期間
昭和22年には、法人税法が次のとおり改正
された。
O 法人税法(昭和22年法律第28号)第四条
「納税義務がある法人は、・・各事業年度終
了の日から三箇月以内に、その確定した決算
に基き嘗該事業年度の普通所得金額、超過所
得金額及び資本金額を記載した申告書を政府
に提出しなければならない.
前項の規定による申告書には、命令の定め
るところにより、財産目録、貸借対照表、損
益計算書、…各事業年度の普通所得金額、超
過所得金額及び資本金額の計算に関する明細
書並びに嘗該所得及び資本に到する法人税の
税額の計算に関する明細書を添附しなければ
ならない。」
この改正において注目すべき点は、①法人税
の納税義務確定の方法についてそれまでの賦課
課税方式から全面的に申告納税方式に改められ
たこと31、②「確定した決算に基き」という文
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言が条文中に挿入さn 確定決算基準の制度が
規定上明確にされたことである。
上記"の改正が行われたととについては、こ
れまでみてきたように、法人税の所得金額の算
定が企業利益に依拠していたこと、企業は商法
に基づき株主総会等の承認を経て企業利益を確
定していたことなどがその背景にあったと考え
られる.
また、ここにいう「確定した決算」の意義に
ついては、「その事業年度の決算につき株主総
会の承認又は総社員の同意その他とれに準ずる
ものの承認があったととをいう32J とされた。
(5)昭和40年の法人税法全文改正以降の期間
昭和40年には、それまでの法人税法が全文
改正された.その改正された法人税法(昭和40
年法律第34号)においては、改正前の明得
計算についての原則規定は、明治32年に法人
に対する所得税が創設されて以来変っていな
〔かった規定である〕が、その後における企業
会計の発達等も考慮されて、〔乙の〕改正を機
にその具体化が図られ3旬、①改正法の第22
条 l項において「各事業年度の所得の金額は、
当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損
金の額を控除した金額とする」と規定された。
また、②同条第2項において「各事業年度の
所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に
算入すべき金額は、lJl段の定めがあるものを除
き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲
渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けそ
の他の取引で資本等取引以外のものに係る当該
事業年度の収益の額とする。」と規定されると
ともに、③同条第3項において「各事業年度
の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額
に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを
除き、次に掲げる額とする」と規定し、原価、
期間費用および損失を三つの号に分けて規定さ
れた。
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さらに、改正法第74条において、法人税の
確定申告について次のように規定された。
O 法人税法(昭和40年法律第34号)第74
条
「内国法人(清算中の内国法人である普通
法人および清算中の協同組合等を除く。)は、
各事業年度終了の日の翌日から 2月以内
に税務署長に対し，確定した決算に基づき
次に掲げる事項を記載した申告書を提出しな
ければならない.
一当該事業年度の課税標準である所得の金
額または欠損金額
三前号に掲げる所得の金額につき前節(税
額の計算)の規定を適用して計算した法人
税の額
(第3号~第6号は、省略。)
2 前項の規定による確定申告書には、当該
事業年度の貸借対照表、損益計算書その他
大蔵省令で定める書類を添附しなければな
らない。」
同時に、この昭和40年の改正において注目
すべきことは、法人税法第2条第26号におい
て「損金経理」という文言がはじめて用いられ
たことである。この「損金経劃という用語が
定義された理由については、次のとおり説明さ
れている.
r[w損金経理』は、〕今回の改正により全く
新しく用いられることとなった用語で、法人が
その確定した決算において費用または損失とし
て経理することをいうものとされています.
法人税法が評価、償却、引当金等の内部取引
…について、いわゆる確定決算基準を要求し、
申告調整を認めないとととしている乙とはとと
で改めていうまでもないととですが、従来との
確定決算基準は、内部取引については、旧法第
18条または旧法第21条の『その確定した決
算に基づき当該事業年度の課税標準たる所得
金額および当該所得に対する法人税額を記載し
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た申告書を政府に提出しなければならない』と
いう規定を基にその解釈によっていたもので
す。
この確定決算基準の制度については、実務あ
るいは商法関係の方面からその廃止についての
要望が強く長年にわたって論議の行なわれてい
るところであります。
今回の全文改正に際しでも、税法整備小委員
会その他においてこの点については繰返し検討
が行なわれたところであります.
乙の点に関して、既に述べた税制調査会の『所
得税法および法人税法の整備に関する答申』
〔昭和 38年 12月〕は次のようにその結論を
述べています。
『以上のような確定した決算を基礎に課税所
得を計算する現行税法の基本的建前は、課税所
得の計算上企業の意思を確定決算に求めるとい
う点において税法上の立場からは妥当であると
考えられ、他面税務が複雑化することを防ぐ意
味においても、これを継続すべきものと考え
る。』
乙のような答申の趣旨にも沿い、また、現時
点において、との確定決算基準の制度を廃止し
て、貸借対照表とは別途税務貸借対照表のよう
なものを認めることは、税務を複雑化し、執行
面あるいは企業実務面において問題を生ずるも
のであるとの見地から、この確定決算基準の制
度はそのまま新法においても踏襲することとさ
れました.
ただ、前に述べたように、旧法の確定決算基
準に関する規定は必ずしも充分でない点がある
ので制度を存置する以上は確定決算基準を明確
化して置く必要があると考えられます。そのた
め新法においては、確定決算基準が要求されて
いる事項については、『損金経理』という用語
を用いるととによりこの点が明らかにされてい
ます。34J
この「損金経理」という用語は、例えば、昭
和40年改正法第31条(減価償却資産の償却
費の計算)などにおいて使用されている。
その後、昭和42年の法人税法改正におい
て、益金の額に算入すべき収益の額および損金
の額に算入すべき売上原価、費用および損失の
額は、企業が継続して適用する「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準」に従って計算
されるものである旨の規定(同法第22条第4
項)が新設され、課税所得と企業利益とは、税
法上別段の定めがあるものを除き、原則として
一致すべきことが明確にされた。
3 現行の確定決算基準
法人税法上の課税所得は、法人の確定した決
算において計上された企業利益を基礎とし、こ
れに企業会計と取り扱いの異なる法人税法上の
別段の定めなどによる調整を加えて、誘導的に
計算することとされている。
そして、この場合の課税所得の計算において
は、課税所得は企業利益を基礎にして計算する
こととされてはいるものの、その企業利益の計
算に当たって法人税法の規定から離れて法人の
自由な計算に委ねられているというものではな
い。法人が確定した決算においていわゆる損金
経理などの所定の経理をして企業利益を計算し
ている場合に限って、課税所得の計算上も、そ
れを受け入れることとしている事項が少なくな
い。例えば、減価償却費などの内部取引に関す
る事項のように、法人税法上、損金の額に算入
するかどうかについて法人に選択の余地が認め
られている事項については、法人のその意思表
示は申告書においてするのではなく、確定した
決算においてすべきこととされている.
そとで、ととでは、現行の確定決算基準具
体的には、課税所得計算の構造、法人税法等に
よる確定決算への介入、現行確定決算基準の趣
旨について整理し、考察しておくとととする。
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(1)標税所得計算の構造
法人税法第21条は、法人税の課税標準を「各
事業年度の所得の金額J(課税所得)とする旨
定めている.また、同法第22条第1項は、課
税所得は各事業年度の「益金の額」から「損金
の額」を控除した金額として算定される旨を定
めている。すなわち、課税所得概念を積極的に
規定する方式をさけ、所得の金額を画定する積
極的要素である「益金の額」と消極的要素であ
る「損金の額」との差額として求められるもの
であるとしている。
そとで、次には当然「益金」および「損金」
の概念規定が問題となってくるが、とこでも法
人税法は、益金・損金についての明確な概念規
定を行わないで、「益金の額に算入すべき金額」
および「損金の額に算入すべき金額」について
のみ、次のように定めている。
①益金の額については、「内国法人の各事業
年度の所得の金額の計算よ当該事業年度の益
金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあ
るものを除き、…資本等取引以外のものに係
る当該事業年度の収益の額とする。」と規定
している(同法第22条第2弱。
②損金の額については、内国法人の各事業年
度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金
の額に算入すべき金額は、別段の定めがある
ものを除き、売上原価、阪売費、一般管理費
その他の費用の額、損失の額で資本等取引以
外の取引に係るものとする旨規定している
(同法第22条第3聡.
上記の規定から明らかなように、課税所得は
「益金の額」から「損金の額」を控除した金額
として計算され、「別段の定めがあるものを除
き」、当該事業年度の「収益の額」が「益金の
額」を構成し、また、当該事業年度の「費用・
損失の額」が「損金の枇を構成するものとさ
れていることから、同法は、益金および損金の
概念を積極的に定義しないで、企業会計上の収
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益の概念や費用・損失の概念を用いて「益金の
枇および『損金の額」の意義を定めていると
いえよう。 r収益の額」から「費用・損失の額」
を控除した差額を企業利益とするならば、課税
所得は企業利益から誘導的に計算されるもので
あるということになる35.
それでは、益金・損金の意義の前提となる収
益および費用・損失の概念は何によって定まる
のか、ということが次に問題となる.この点に
ついては、昭和42年の法人税法の改正に当た
って、各事業年度の収益の額および費用・損失
の額が一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準にしたがって計算されるべきととが、課税
所得計算の規定の中に盛り込まれ、その対処が
なされている(同法第22条第4項)36.
その意味では、「一般に公正妥当と認められ
る会計処理の基準」という概念は、課税所得計
算の基礎となるものであるということができよ
う。また、課税所得の計算に関する法人税法に
定めのない部分については、法人の経理処理が
「一般に公正妥当と認められる会計処理の基
準」にしたがっている場合には、その経理処理
は、同法上の適正な課税所得の計算として認め
られるというととができよう。
(2)法人税法等による確定決算への介入
イ税務調整
法人税法上の課税所得は、すでにみたよう
に、確定した決算上の企業利益を基礎にして計
算される.しかしながら、一方で、企業会計と
法人税法との聞には取扱いの異なる事項が少な
くない。
そとで、企業利益を出発点として課税所得を
誘導的に計算するためには、企業利益に必要な
調整を加える必要がある(との調整は、「税務
調監と呼ばれる。)。そして、税務調整は、一
般に、まず、「決算調劃と「申告調劃との
二つに大別され、さらに、そのうち申告調整は、
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「必ず申告調整しなければならない申告調整事
項(絶対的申告調整事項)Jと、「申告調整する
かどうかは法人の任意である申告調整事項(相
対的申告調整事項)Jとに分けられる針。
以下では、その分類にしたがって、それぞれ
の内容についてみておくこととする.
(イ) 決算調整事項38
決算調整事項とは、法人税法の定める経理が
確定した決算に織り込まれる乙とを前提にし
て、課税所得の計算上、益金または損金の額に
算入し、あるいは算入しない事項のととであ
る。企業利益の計算要素として決算に織り込
み、企業利益に反映させておく必要がある項目
である.しかし、決算に織り込むかどうかの判
断は、法人の任意である。決算に織り込んでい
ない場合には、課税所得の計算上、損金算入や
益金不算入の効果が生じないこととなる.
また、決算調整事項は、法人の取引のうち内
部取引に属するものがほとんどである。ちなみ
に、法人の取引は、内部取引と外部取引とに区
分できる。外部取引は、売上げ、仕入オし経費
の支払のような対外的に生じたものである。と
れに対して、内部取引は、法人の中だけで生じ、
客観的事実として存在するものではない。法人
の意思決定があってはじめて取引として認めら
れる。そこで、法人の意思決定を客観的存在と
して確認するため、内部取引は決算調整事項と
されている。
決算調整事項に該当するものについては、例
えl;f、次のものがある.
①減価償却資産の償却費(法人税法第31条、
法人税法施行令第 133条、同施行令第 133
条の 2)
② 引当金への繰入額(法人税法第52条、岡
法第53条)
③準備金の積立額(租税特別措置法第55条、
同法第55条の5-56条、同法第57条の3
-57条の9、同法第58条、同法第61条の
2) 
(ロ) 申告調整事項39
上記(イ)のように、決算調整事項について
は、あらかじめ所定の経理をし、法人の確定し
た決算に織り込んでおかなければ効果が生じな
い。一方、申告調整事項は、確定した決算にお
いてどのような経理処理をしたかを問わず、法
人税申告書の中で調整することができ、そのこ
とによって効果が生じるものである。また、申
告調整事項は、組税理論や産業政策、課税技術
上の目的から設けられている税法固有の制度に
関するものが多い。したがって、決算に織り込
むことができず、申告調整をする必要がでてく
るものである。申告書上で調整するという点
で、最も端的に課税所得と企業利益との差異が
表現される。
なお、すでに触れたように、申告調整事項は、
申告調整が強制されるかどうかという観点か
ら、二つに区分される。法人税の申告に当たっ
て、必ず申告調整しなければならない絶対的申
告調整事項(必須調整事現と申告調整するか
どうかは法人の任意である相対的申告調整事項
(任意調整事項)とである.
A 絶対的申告調整事項
絶対的申告調整事項は、必ず申告書の上で益
金算入・損金不算入または益金不算入・損金算
入の調整を行うことを要する事項である.法人
がこれを行わなければ、税務署長が更正・決定
をして強制的に是正するとととなる。
絶対的申告調整事項に該当するものは多い
が、例えl;f.、次のものがある。
①税額控除をする外国子会社の外国税額(法
人税法第41条)
②寄付金の損金不算入(法人税法第37条)
③資産の評価益の益金不算入(法人税法第25
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条第l項)
④青色欠損金の損金算入(法人税法第57
条)
B 相対的申告調整事項
相対的申告調整事項は、申告調整を行うかど
うかは、法人の任意とされている事項である.
法人が申告調整をしなければ、課税上の効果が
生じないだけで、税務署長が進んで更正・決定
して是正するようなことはしない。乙の事項に
属する項目は、原則として当初申告に当たって
申告調整した場合に限って、その適用が認めら
れる。修正申告においてはその適用はないとと
とされており、更正の請求(国税通則法第23
条)の対象にもされていない。
相対的申告調整事項に該当するものとして
は、例え1;(、次のものがある。
①民事再生法による評価益の益金算入(法人
税法第25条第3項)
②受取配当金の益金不算入(法人税法第23
条)
③債務免除等に伴う欠損金の損金算入(法人
税法第59条)
ロ確定決算への介入
上記イの税務調整事項のうち、法人税法等が
確定決算に介入する事項としては、直接的には
イの(イ)の決算調整事項である。しかし、イ
の(ロ)の申告調整事項についても、法人税法
等による確定決算への介入の結果として表われ
る事項が多い。ここでは、法人税法等による確
定決算への介入について、直接的なものと間接
的なものとに区分して整理しておくとととす
る。
(イ) 直接的な介入40
法人の確定決算において法人税法等の定める
ところにより損金経理などをしておかなけれ
ば、その後の申告調整の段階では所得金額の加
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算・減算の調整が許されない事項が法人税法等
に規定されている。ここでは、そのような規定
を一般的な例にならって、法人税法等による確
定決算への「直接的な介おと呼ぶこととする。
このような直接的な介入は、法人税法等が要
求する経理の態様に応じて次のAから Dのよ
うに区分される。
A 損金経理のみが損金算入の要件とされる事
項
損金経理のみが損金算入の要件とされる事項
は、確定決算において「損金経理」をしておか
なければ、各事業年度の所得金額の計算におい
ても、損金の額に算入できない事項である。こ
の事項に該当するものとしては、例えば、次の
ようなものがある.
①減価償却資産の減価償却費(法人税法第31
条)
②繰延資産の償却費(法人税法第32条)
③特別の事由がある場企の資産の評価損(法
人税法第33条第2項)
④交換により取得した固定資産の圧縮記帳
(法人税法第50条)
⑤貸倒引当金勘定等への繰入額(法人税法第
52条、同法第53条)
⑥少額の減価償却資産の取得価額(法人税法
施行令第 133条)
⑦少額の繰延資産の支出額(法人税法施行令
第 134条)
⑧換地処分等に伴い取得した資産の圧縮記帳
(租税特別措置法第65条)
B 原則として損金経理が要求されるものの、
積立金経理等によっても損金算入が認められ
る事項
この項目は、確定決算において損金経理によ
り所定の額を損金に算入することが原則とされ
ているものである.しかしながら、その所定の
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額を、その事業年度の確定した決算において積
立金として積み立てる方法、またはその事業年
度の決算の確定の日までに剰余金の処分により
積立金として積み立てる方法によっても、損金
算入(申告調整による。)が認められるもので
ある。との事項に該当するものは、例えば、次
のようなものである。
① 国庫補助金等で取得した固定資産の圧縮記
帳(法人税法第42条)
②工事負担金で取得した固定資産の圧縮記帳
(法人税法第45条)
③保険金等で取得した固定資産の圧縮記帳
(法人税法第47条)
④収用等に伴い取得した代替資産の圧縮記帳
(租税特別措置法第64条)
⑤特定資産の買換えにより取得した資産の圧
縮記帳(租税特別措置法第65条の 7)
⑥租税特別措置法上の特別償却及び割増償却
(租税特別措置法第43条~第48条、同法
第 52条の 3)
⑦租税特別措置法上の準備金の積立額(組税
特別措置法第55条、同法第55条の 5-第
56条、同法第57条の 3-57条の9、同法
第四条、同法第61条の 2)
C 特別勘定としての経理が損金算入の要件と
される事項
との事項は、特定の収益が生じ、圧縮記帳が
できる場合において、圧縮記帳の対象となる資
産の取得等がその収益の発生した事業年度の翌
事業年度以降に行われるときなどに、確定決算
において圧縮可能な所定の金額を特別勘定を設
ける方法により経理したときは、その事業年度
の所得金額の計算上損金算入することができる
事項である.これには、例えば、次のものがあ
る。
なお、乙の場合、「特別勘定を設ける方法に
より経理したとき」とは、貸借対照表の負債の
部に roo特別勘釦として区分表示されてい
る場合には適用可能であり、必ずしも、「損金
経理」を行うことが要件とほされていない。
①国庫補助金等に係る特別勘定への繰入額
(法人税法第43条第l項)
②保険差益等に係る特別勘定への繰入額(法
人税法第48条第1項)
③収用等に係る特別勘定への繰入額(租税特
別措置法第64条の 2)
④特定資産の譲渡に係る特別勘定への繰入額
(租税特別措置法第65条の 8)
D 特別の経理が要件とされて損益計算がされ
る事項
各事業年度の所得金額の計算上、損金の額ま
たは益金の額に算入するためには、確定した決
算において法人税法等が定める「特別の経理」
を行わなければならない事項である。とれに
は、次のようなものがある。
①長期割賦販売等に係る延払基準の適用(法
人税法第63条第l項)
②長期大規模工事以外の工事の請負に係る工
事進行基準の適用(法人税法第64条第2
項)
(ロ) 間接的な介入41
上記イの(ロ)で整理した、迂潮対的申告調
整事項、割目対的申告調整事項については、い
ずれの事項も、法人税の課税所得の計算上、法
人税法等の規定が確定決算において特定の会計
処理を直接的に強制するものとはなっていな
い.しかし、法人税の課税所得の計算において
選択しうる会計処理の範囲が制限されること等
から、確定決算における会計処理が間接的に制
約を受けることがでてくる。ここでは、そのこ
とを一般的な例にならって、法人税法等による
確定決算への「間接的な介おと呼ぶこととす
る。
? ??
A 具体例(減価償却資産の耐周年数の決定)
そのような間接的な介入の具体例のーっとし
て、減価償却資産の耐周年数の決定をあげるこ
とができる。
法人税法上、減価償却資産の減価償却に係る
耐周年数については、原則として「減価償却資
産の耐周年数等に関する省令」の定めるところ
に委ねられている(法人税法施行令第56条)0 
しかしながら、企業会計上は、連続意見書によ
ると、耐周年数については、「固定資産の耐周
年数は、物質的減価と機能的減価の双方を考慮
して決定されねばならない。42J とされるとと
もに、「固定資産の耐周年数には、一般的耐周
年数と企業別の個別的耐周年数とがある。一般
的耐周年数は、耐用年数を左右すべき諸条件を
社会的平均的に考慮して決定されたもので〔あ
り〕、…これに対して、個別的耐周年数は、各
企業が自己の固定資産につきその特殊的条件を
考慮して自主的に決定したものである。43J と
されている。したがって、法人は、確定決算に
おいて耐周年数の決定に当り『減価償却資産の
耐周年数等に関する省令」に定める耐周年数よ
りも短い耐周年数を採用することもありうるの
である。
仮に、法人が確定決算において「減価償却資
産の耐周年数等に関する省令」に定める耐周年
数よりも短い耐周年数を採用し、その減価償却
額が減価償却限度額を上回ることとなった場合
には、その差額を申告調整により所得金額に加
算しなければならないこととなる。
そのため、そのような申告調整のための手聞
を避けるために、会社法(企業会計)上も「減
価償却資産の耐周年数等に関する省令」に定め
られている耐周年数を用いる傾向がでてくる。
こうしたことは、法人税法等の規定が確定決算
における経理方法の選択(ここでは、耐周年数
の決定)を間接的に強制していることになると
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いうととができよう。
B その他の具体例
上記Aの具体例と同様のものとしては、例
えば、次のものがある.
①たな卸資産の期末評稲方法(法人税法施行
令第28条)
②減価償却資産の償却方法(法人税法施行令
第48条第l項、同施行令第48条の2第 1
項)
③繰延資産の償却方法(法人税法施行令第64
条第1聡
④ 引当金への繰入方法(法人税法施行令第96
条~第 103条)
C 間接的な介入への法人税法等の対応
上記A、Bのような法人税法等による確定
決算への間接的な介入に対しては、不当に企業
会計に介入するものであるとして批判がなされ
ることがあり、法人税法等においても、その介
入を緩和する観点から、対応措置がとられてい
る。すなわち、①昭和43年には、所轄税務署
長の承認を受けた場合、法定外のたな卸資産の
評価方法及び減価償却資産の償却方法の採用が
認められた(法人税法施行令第28条の2、同
施行令第48条の4)。また、②昭和54年には、
貸倒引当金勘定への定額繰入れにかえて、その
法人の貸倒実績率に基づく貸倒引当金勘定への
繰入れが認められた(法人税法施行令第97
条)0
(3)現行確定決算基準の趣旨
現行の確定決算基準の趣旨については、とれ
まで述べてきたととなどを踏まえると、次の2
点、すなわち、①公平な税制の確保の観点、②
簡素な税制の確保の観点から、この制度が採用
されているものと考えられる。以下、その2
点についてより具体的にみておし
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第一は、確定決算基準の制度を採用すること
により、公平な税制の確保に資することとなる
という点についてである。この点に関しては、
平成 12年の税制調査会答申も、『法人の課税
所得計算においては、その期に企業が稼得した
利益の額を基礎とするという基本的な考え方に
加えて、減価償却費ーなどの企業の内部取引に
ついて窓意性を排除する必要があるととなどか
ら、…『確定決算主義』が採られています。44J
と述べている。確定決算主義を採用すること
は、課税所得の計算において、企業の内部取引
について恋意性を排除し、適正な課税所得の算
定、ひいては公平な税制の確保を図ることにあ
ると考えられる。
第二は、確定決算基準の制度を採用すること
により、簡素な税制の確保に資することとなる
という点についてである。乙の点については、
昭和40年の法人税法全文改正時の文献も、「確
定決算基準の制度を廃止して、貸借対照表とは
別途税務貸借対照表のようなものを認めること
は、税務を複雑化し、執行面あるいは企業実務
面において問題を生ずるものであるとの見地か
ら、この確定決算基準の制度はそのまま新法に
おいても踏襲することとされましたo45J と述
べている.確定決算主義を採用することは、納
税者の納税事務負担の軽減三課税庁の徴税コス
トの軽減、ひいては簡素な税制の確保を図るこ
とにあると考えられる.
以上、本稿の前半においては、確定決算基準
の現状、すなわち、①課税所得算定の基本的な
考え方・確定決算基準の意義、②確定決算基準
の制度の変遷、③現行の確定決算基準の制度に
ついて整理し、考察してきた。後半においては、
確定決算基準の課題について考察することとす
る.
l 中田信正『財務会計・税法関係論圏内的調整
から国際的調和へ』同文館出版ミ平成12~主
261頁.
2 r税制調査会法人課税小委員会報告(平成B年
11月)J、オンライン、「内閣府ホームベージ」、
インター ネット、 h仕p・//wwwk血血igojp/jp
/'zeicho-uP/1217 honbun 2 p.htnu 
(平成21年 10/12にアクセス)0
3 品川芳宣「会社法と確定決算基準JI税務会計研
究』第18号、第一法規L平成 19年、 35頁.
4 品川芳宣入前掲論文注3、35頁.
5 品川芳宜『課税所得と企業利益』税務研究会k
昭和 57年、 148頁.田中勝次郎『法人税法の研
究』税務研究会k昭和40年、 941頁ム
6 品川芳宜、前掲書注5、148頁ム田中勝次郎、
前掲書注 5、943頁.
7 品川芳宜、前掲書注5、149頁ー田中勝次郎、
前掲書注 5、943頁.
8 品川芳宣L前掲書注5、149頁.
9 品川芳宣、前掲書注5、148頁ー田中勝次郎、
前掲書注 5、941頁-942頁.成松洋一『浩人税
セミナー一法人税の理論と実務の論点ー』税務経
理協会、平成 16年、 35頁。
10 品川芳宣、前掲書注5，149-150頁。田中勝
次郎、前掲書往5、944頁-945頁。
11 晶川芳宜、前掲書注5、153頁。
12 品川芳宜、前掲書注5、148頁。田中勝次郎L
前掲書注 5，942頁・ 945頁-946頁.成松洋一、
前掲書注 9人35頁.
13 品川芳宣ム前掲書注 5、154頁.また、同文献
(154頁-155頁)においては、アメリカにおけ
る軍基税所得の算漣過程等について「アメリカにお
いては『法人税申告書』上において、総所得か
ら控除項目を控除して『課税所得』を計算すると
いう全体計算を表示し、とれに各種の明細書を添
付するとととし、帳簿残高、決算整理申告調怠
課税所得.税務調整後の貸借対照表の算出過程を
明らかにする『税務精算表』を作成添付するこ
ととされる.乙の課税所得の計算課程において
は、我国の税法におけるような意味の確定決算基
準の適用は少なく、たな卸資産評価における後入
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先出法の適用のほか極めてわずかの事項を除い
て、大幅に申告調整が認められている(例えば、
税法上の特別償却についても、企業会計上の処理
いかんにかかわらず、申告調整でその適用が認め
られているoJと説明されている.さらに、同文
献 155頁)においては、 Fイツにおけるそれに
ついて「西ドイツの税法において、所得税治法人
税及び営業税による所得課税の基礎となっている
ものは、税務貸借対照表であるが、それは商事貸
借対照表を基準として確定せられる.とのととを
『税務貸借対照表に対する商事貸借対照表の基準
性の原買Ij~と称している.この基準性の原則は、
当初は判例が採用していたところであるが、現行
所得税法第5条(法人税法第6条で準用)でも
この原則を採用し、法律の規定に基づき記帳義務
等を負う営業者等は、その所得の計算上、商法上
の正規の簿記の諸原則に従って営業用資産の評価
等をしなければならない旨規定している.かよう
に、課税所得の決定は、正規の簿記の原則を引合
いに出すことにより、これを税法秩序の構成部分
たらしめ、商法上の利益計算に依存させるととも
に、それに拘束させるものであるが、税法上の特
別規定がある場合には、それが優先適用され、商
事貸借対照表土の利益計算内容が修正されて課税
所得が決定される.かくして、税務貸借対照表が
具体的に作成されるのであるが、かようにまず商
事貸借対照表の作成を命じ、しかして必要がある
場合に、これから税務貸借対照表を誘導せしめる
ため、税務貸借対照表は『誘導された貸借対照表』
と称せられているoJと説明されている
14 品川芳宜、前掲書注5、156頁.
15 この点について、田中勝次郎、前掲書注 5、946
頁においては、「結合説儲合財務諸表説〕は、
同一説[商事財務諸表説〕でもなく、さりとて否
認説[税務財務諸表説Jでもなく、との両者を折
衷した説であるととが容易に首肯されるのである
が、とのととは「結合説暗合財務諸表説]が
純然たる理論に基づくというよりもむしろ実際上
の便宜をその出発点として案出された主義である
ことを証するものと言わなければならない.即
ち、この主義は、商人の商業帳簿の真実性に対す
る信頼感にその基礎をおくものなのであるoJと
されている.
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年、 101頁がある.
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1-100)314参照.
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52頁を参照した。
39 この項目については、成松洋一、前掲書注9、
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164頁-165頁を参照した.なお、平成 17年に
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会社法が制定され、同法では利益処分という概念
が廃止されたことに伴い、平成18年の法人税法
改正において、同法改正前の、使用人賞与・寄附
金の額について利益処分による経理をした場合に
は損金不算入とする旨の取り扱いは、廃止されて
いる.
41 との項目については、品川芳宣、前掲書注5、
167-169頁を参照した.
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三(有形固定資産の減価償却について)(第一の
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